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別紙②

秋田県勤労身体障害者スポーツセンター管理業務仕様書

秋田県勤労身体障害者スポーツセンター（以下「センター」という。」）の指定管理者が行う業務の

内容及び範囲等は、この仕様書による。

１ 基本的な考え方

（１）秋田県勤労身体障害者スポーツセンター条例（昭和５１年１０月１日秋田県条例第４４号）（以

下「条例」という。）に定めるセンターの目的達成のために効果的な管理運営を行うこと。

（２）センターの使用時間、休業日及び使用手続き等については、秋田県勤労身体障害者スポーツ

センター管理規則（昭和５１年１０月１日秋田県規則第４２号）（以下「管理規則」という。）

に定めるところによる。

（３）利用者が快適に施設を利用できるよう配慮すること。

（４）管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに、労働基準法等関係

法令を遵守し、管理運営を効率的に行うための業務形態にあった適正な職員を配置すること。

（５）（４）のための職員体制を保持し、職員の育成及び運営に必要な研修を実施すること。

（６）利用料金制を採用するため、勤労身体障害者等の利用に支障をきたさない範囲でセンターの

利用促進を図り、収入を確保すること。

２ 開館時間

午前９時から午後８時までとする。

ただし、日曜日及び国民の祝日に関する法律(昭和二十三年法律第百七十八号)第三条に規定する

休日(以下「休日」という。)は、午前９時から午後５時までとする。

（知事の承認により、当該時間の変更も可能とする。）

３ 休業日

水曜日、休日の翌日(休日が火曜日であるときは休日の翌々日)、１２月２９日～１月３日までの

日

（知事の承認により、休業日の変更も可能とする。）

４ 指定期間

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日

５ 法令等の遵守

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

（２）条例及び管理規則

（３）その他、施設設備管理にかかる関係法令

※上記に規定する法令に改正があった場合は、改正された内容を仕様とする。
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６ 業務内容（細目的事項については、協議の上、別途協定で定める。）

（１）管理運営業務

①業務計画書等の作成

毎会計年度始めに、センターの管理運営に関する年間の実施計画書、収支計画書、利用目標

等を作成し、すみやかに県に提出すること。

②事業報告書等の作成

毎会計年度終了後、センターの管理運営に関する年間の実施状況実績書、収支決算書、利用

状況実績に関する事業報告書等を作成し、すみやかに県に提出すること。

③人員配置計画の作成

毎会計年度始めに、センターの管理運営に係る人員配置計画を作成し、すみやかに県に提出

すること。

④月例報告書

毎月終了後、センターの利用状況実績に関する月例報告書等を作成し、すみやかに県に提出

すること。

⑤運営協議会

センターの管理運営業務を円滑に実施するため、県と共同で運営協議会を設置し、情報交換

及び業務の調整を図ること。

⑥連絡調整事務

センターが円滑に運営されるよう、関係団体、隣接施設、近隣住民との連絡調整を行うこと。

⑦災害・事故発生時の対応

災害・事故等が発生した場合は、緊急に必要な措置を行うとともに、速やかに報告書・資料

を作成するとともに、県へ提出し、その指示に従うこと。

⑧指定管理期間終了後の引継業務

指定管理期間終了後、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の業務を遂行できるよう、

引き継ぎを行うこと。特に、施設の利用予約に関しては遺漏がないよう十分留意すること。

（２）施設設備維持管理業務

①各種報告書及び資料の作成

センターに係る防災、衛生及び安全管理に関する全般的事項の報告書及び資料を作成し、セ

ンターに保管すること。また、県の求めに応じて各種報告書等を提出すること。

②日常的管理業務

ア センター内の点検を毎日行い、修繕等が必要な場合は、必要な措置を講じること。また、

温度調整及び衛生管理に努め、問題が生じた場合は、速やかな改良、使用中止などの措置

を講じ、利用者に対する衛生的環境の保持に努めること。

イ 鍵の管理、出入口扉の開閉及び施錠管理を行うこと。

ウ 駐車場の管理を行うこと。

③清掃業務

センターの良好な衛生環境、美観の維持を心がけ、公共施設として快適な空間を保つために

必要な清掃業務を実施すること。

④保安警備業務

センターの防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安全安心に利用できる環境を確保し
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た保安警備業務を実施するとともに、防火管理者を設置すること。

⑤植栽管理業務

センター敷地（屋外運動場含む）の植栽樹木及び芝生等の維持管理にあたっては、美観又は

衛生において良好な状態に保つための必要な措置を講じること。

⑥その他の業務

その他、施設の維持管理に必要な業務を行うこと。

（３）施設利用許可業務

①利用者の範囲

センターを利用できる者は、原則として勤労身体障害者等とする。ただし、支障がないとき

は、勤労身体障害者等以外の者にも利用させることができる。

②施設利用の受付及び許可（取り消し含む）に関する業務

ア センターの利用の受付を行うこと。

イ 条例の定めるところに従い、センターの利用許可を行うこと。なお、勤労身体障害者等

以外の者に対しては、利用料金の収納により、利用の許可を与えるものとする。

ウ 利用許可にあたり、センター内の利用状況を把握した上で、勤労身体障害者等の優先利

用に配慮するなど、センターの利用の適切な調整・整理を行いながら、対応すること。

エ 条例の定めるところに従い、センターの利用許可の取り消し、使用の制限及び停止を行

うこと。

③案内業務

ア センター内において利用者が円滑に利用できるよう、利用案内に配慮すること。

イ 電話での問い合わせやセンターの見学等について、適切な対応を行うこと。

ウ センターの利用等について、利用者、住民等から苦情があった場合は、適切な対応をす

ること。また、その内容等を県へ報告すること。

エ 利用者の安全かつ円滑なセンターの利用のために、利用方法、注意事項の十分な説明、

指導、助言等を行うこと。

④事業評価業務

アンケート調査等によりセンター利用者の意見や要望を把握し、その内容を管理運営に反映

させるための方法を講じること。

（４）勤労身体障害者等のスポーツの普及振興に関する業務

①スポーツ指導等の業務

利用者の求めにより、障害の程度・特性に応じたスポーツ指導を実施すること。また、セン

ターの利用に必要な介助を実施すること。

②宣伝広報業務

センターのＰＲ及び情報提供のために、必要な媒体の作成、配布等の措置を講じること。

（広報媒体の例）

ア ホームページの作成・更新

イ センターの案内パンフレットの作成・配布

ウ 自主事業の開催等に関するセンター内への情報掲示

③施設の利用促進業務

指定管理者申請において提案したセンターの利用促進の提案及び自主事業等について、計画
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・実施すること。

（５）勤労身体障害者等以外の者の利用にかかる利用料金の徴収に関する業務

①利用料金の額は、条例第１１条の規定により、指定管理者が条例に定める額を基準として、

事前に知事の承認を受けて定めること。

②利用料金は、条例第１０条の規定により、指定管理者の収入として収受すること。

③利用料金の計算および徴収は、正確を期すること。また、受付においては、釣銭不足が生

じないよう注意すること。

④利用料金の収入に当たっては、自らの費用においてクレジットカード決済、コード決済そ

の他キャッシュレス決済が可能な環境を整備すること。

⑤利用料金を免除するケースが想定されるので、あらかじめ知事の指示に従い、７（３）の

施設総括責任者（施設長等）と連携し、適切に対応すること。

⑥利用料金徴収の証拠書類及び必要な帳簿を保存・記録すること。また、利用料金の徴収状

況は、毎日、複数人により確認すること。

７ 業務を実施するにあたっての留意事項

業務を実施するにあたっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。

（１）公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の団体等に有利

あるいは不利になる運営をしないこと。

（２）センターの管理運営に係る業務については、一括して第三者に管理運営を委託することはで

きない。なお、清掃、警備など保守点検等に関する業務については、県の承認を受けた場合、

委託することができる。

（３）施設総括責任者（施設長等）をセンターに配置すること。

（４）感染症を予防する措置を講ずるとともに、利用者に対しても必要な周知を図ること。

（５）現在のセンターの指定管理に関する基本協定書との連続性の確保が必要な事項については、

それを引き継ぐこととし、詳細は、県と締結する基本協定書において定めるものとする。

８ 経費等について

（１）予算の執行

県が定めた予算（県費委託料）の範囲内で計画を立て適正に執行すること。これにより余剰

金が発生する場合は、双方で協議するものとする。

利用料金収入の実績額が利用料金収入の目標額を下回る場合でも、原則として補填しない。

（２）経理規定

指定管理者は経理規定を策定し、経理事務を行うこと。

（３）立ち入り検査について

県は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地検査を行うこととする。

９ 協議

この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について疑義が生じた場合

は、双方で協議し決定する。
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10 物品の帰属等

（１）指定管理者が県の指示のもとに、県から指定された物品を指定管理料をもって取得した場合

の購入後の物品は、県の所属に属するものとする。

（２）指定管理者は、県の所有に属する物品については、秋田県財務規則（昭和３９年秋田県規則

第４号）（以下「財務規則」という。）及び関係例規の管理の原則及び分類に基づいて行うもの

とする。また、指定管理者は財務規則に定められた物品管理の諸帳簿を備えてその保管にかか

る物品を整理し、購入及び廃棄等の異動について定期的に県に報告しなければならない。

（３）指定管理者は、業務において使用する県の所有に属する物品のうち、重要物品については、

財務規則に基づき購入等の異動の事実があったときは、遅滞なく県に報告しなければならない。

11 備品等

備え付けの備品等は別途提示するものとする。

12 参考資料

「保守点検業務一覧表」

（令和７年４月１日現在、センターで実施している保守点検等業務の内容を示したもので、原則

として指定管理者が最低限実施するものとする。）
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秋田県勤労身体障害者スポーツセンター 保守点検等業務一覧表

項 目 点検項目 点検回数

電気保安 日常保安管理 毎日

定期点検 月１回

消防設備 日常保安管理 毎日

定期点検 年２回（法定）

建物衛生管理 日常保守管理 毎日

飲料水 日常保守管理 毎日

ボイラー設備 日常保守管理 毎日

定期点検 年１回

冷暖房設備 日常保守管理 毎日

自動ドア 日常保守管理 毎日

定期点検 年４回

警備 日常保守管理 毎日

警備システム 夜間、閉館日等

清掃 センター内の整理・整頓等 毎日

定期清掃 週１回（日常清掃）

月１回（定期清掃）

緑地管理 日常保守管理 毎日

定期的な管理 年１０回以上

廃棄物 産業廃棄物処理 週２回（可燃物）

除排雪 除排雪作業 冬期間適宜


